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要 旨

現在まで、環境問題の研究においては分野ごとの断片的な研究が主流であり、複数の分野を包

括して扱っているアプローチは少ない。また、各分野ごとにデータ・情報はたくさんあるが、そ

れらが分野ごと、あるいは分野間にまたがる知識としてまとめられた形で提供されることは少な

い。そこで、環境問題において必要なデータや情報を知識として統合化し、提供することが必要

になる。

本研究では、環境問題の実態を総合的に把握し、改善策策定の支援を行なうための方法論と手

法を開発することを目的としている。環境庁が提案している環境フレームワークモデルを用いて、

研究対象である石川県の環境問題とそれらを取り巻く社会状況を分析し、環境問題における知識

の統合化について考察し、これを行なうためのシステムの提案と動作の準備を行なう。

本研究によって、石川県における環境問題、とりわけ廃棄物問題と経済と政策の関係を統合的

に把握できるものと考えている。現在まで石川県を扱った環境問題の研究の数は少ないので、そ

の点で意義があると考える。また、環境知識マネジメントシステムについて考察することで、環

境問題と知識創造を関連づけて研究を遂行できる準備が整ったと言える。

Until now, the environmental problems studies have been divided into small �elds, and only

a few works have done to cover plural �elds. There are suÆcient data and information in each

�eld, but they haven't been put togeher in each �eld or in many �elds and provided to us as

knowledge very well. Therefore, it is necessary to integrate data and information as knowledge

which are essential to understand environmental problems.

The purpose of this study is to grasp comprehensively the present conditions of environmental

problems and to develop a methodology and methods to help dicision making of improvements.

This paper analyzes the present conditions of environmental problems and social situations in

Ishikawa Prefecture, suggests and prepares a system to integrate knowledge on environmental

problems by making a model which is proposed by the Environmental Agency of Japan.

This study helps us to understand the environmental problems in Ishikawa Prefecture, espe-

cially, the relations between the wastes problems and regional economy and policies. This study

is one of the few investigations that treat the environmental problems in Ishikawa Prefecture.

Moreover, the consideration of environmental management o�ers a useful guide for the future

studies on the creation of our environment using explicit as well as tacit knowledge.
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第 1章

はじめに

1.1 研究の背景

1.1.1 環境問題

1980年代、地球規模での環境の悪化がクローズアップされた。今日、私たちはこれらの問題を

環境問題と呼ぶ。オゾン層破壊、酸性雨問題、地球温暖化、熱帯雨林減少、砂漠化、有害廃棄物

の越境移動、生物種減少、海洋汚染、発展途上国の公害の 9つが特に重大な地球環境問題 (世界的

な環境問題）と定義されている [1]。

古来から人間の産業活動の裏には公害が付き物であり、特に産業革命以降各国で問題とされて

きた。日本では、明治時代の足尾銅山鉱毒事件、戦後の 4大公害が代表的な公害問題である。こ

れら公害は各国内の問題であり、被害者加害者のはっきりした、いわばわかりやすい問題であった

と言っていい。

しかし、環境問題は公害とは性質が異なっている。公害は問題を起こしている国の中で加害者

と被害者が存在するのに対して、環境問題は誰もが加害者でもあり被害者でもある。また、ある国

が他国の環境問題の被害を受けることもある。環境問題は複数存在し相互作用を及ぼしあい、し

かも国をまたがって問題が起きている。そのために、個々の問題を解決しただけ、個々の国の問

題を解決しただけで全ての問題を解決できない。

このように、環境問題とは一国だけの力では解決できない、地球規模での問題である。そして

それは、経済、政策、自然をサブシステムとして成り立つ社会システムの上に存在する、世界規

模の問題である。

社会システムは、人間が主体となって営まれるものである。社会システムの中で、とりわけ政

策や経済を実施するに当たっては、人間の意思決定法が重要である。さらに掘り下げて考えると、

社会システムを動かしている人間にとって最も影響を与えているものは、人間の価値観である。価

値観は人間一人一人によって違うものだが、大きく捉えると民族、あるいは居住地域によって違

1



うものであると見なすことができる。また、それは現在生きている人間だけによって産み出され

るものではなく、数世代前、数十世代前からの歴史の積み重ねであり、文化の積み重ねである。

社会システムの仕組みを知るだけでは、それらについて表面的な情報を得たに過ぎない。本当

に知ろうと思えば、人間の歴史や意思決定プロセスにまで興味を広げなければ、知識として深い

ものが得られない。

環境問題自体が複雑な性質を持っているのに加えて、観察者であり当事者である人間が加わっ

て構成されている問題である。そのため、環境問題は客観的な観察が難しい、大規模複雑で奥深

い問題である。

1.1.2 知識科学

環境問題と知識科学の関わりを簡単に考察する。

まず、人間にとって知識とは、その人の情報のストックであると考える。経験や他人から得た情

報を自分の中で解釈し、判断や意思決定に使えるようにしたものの全てがストック＝知識である。

知識を科学する知識科学という研究分野は現在明確に存在せず、これから作り上げていく分野、

方法論であると言える。一つの問題をあらゆる視点から捕らえ、それぞれの視点からの解決策を

考案し、それを結集して最終的な解決策を図り、それを新たな知識として体系づける学問である、

と考える。

前節で述べた通り、環境問題は大変複雑でかつ大規模な問題である。一つの分野だけの知識、一

人だけの知識を以て解決できない。現在私たちが環境問題について持っているあらゆる知識を結

集し、環境問題に関係する要素を全て考慮に入れた、総合的なアプローチによる解決策が練られ

なければならない。

環境問題の現状分析と解決策の考案、将来予測などは世界中で行われている。しかし、分野ご

とに断片的に研究されているのが実情である。環境問題を総合的に扱っているモデルの数はまだ

少ない。

知識科学を上述のように定義するならば、環境問題は知識科学を用いる研究対象の一つとして

取り上げるに値し、それによって問題の解決を図ることができると考える。

1.2 研究の目的

断片的な研究が主である環境問題について、石川県を研究対象として総合的に実態を把握し改

善策策定の支援を行なうための方法論と手法を開発することを研究の大きな目的とする。これを

達成するために、システム論のアプローチによるトップダウン的な環境情報の統合化と、複雑系の

アプローチによるボトムアップ的なシミュレーションを相互補完的に利用することを考えている。

本研究ではこのうち、システム論的アプローチを用いた分析を行なう。すなわち、石川県にど
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のような環境問題があり特に問題視されていることは何であるのか、環境問題と生産、政策の間

にはどのような関係があるのかを整理し、県内の環境問題における知識の統合化を進めるために

必要なシステムについて検討する。

1.3 研究の内容、方法

1.3.1 環境問題におけるモデルベースアプローチ

図 1.1: 環境問題における知識創造モデル図

図 1.1では

Stage1. 多数の問題群が混在している状態を示す。問題群とは、問題点を（言語で）形式的に表

現することができない問題予備軍のことである。

Stage2. 問題群を整理して問題として抽出する。これらは何を解決するべきであるかがわかって

いる、形式的に表現できるものである。

Stage3. Stage2.で抽出した問題を構造モデル (Structural Model)に当てはめて動かす段階。こ

こで使うモデルは、複数の問題間の関係を捉えるモデルである。

Stage4. 問題を数式モデル (Numerical Model)に当てはめて解く段階。ここで使うモデルは、各

問題の解を得るための具体的な数式等のモデルである。
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を表している。

これが研究全体とすると、本研究では 3までを行なうことになる。4について考察し問題を解く

作業が、次で述べる研究の手順の 7以降に当たり、本研究に引き続き行なうべき研究内容である。

本研究では、3の構造モデルに環境フレームワークモデル [2]を使う（図 3.1）。環境フレーム

ワークモデルは、環境問題と人間活動を 8つのプロセスに分けて捉えている統合モデルである。こ

のモデルによって石川県の環境問題とそれに伴う人間活動との関係について分析を行なう。

1.3.2 研究の手順

1. データや文献から、石川県の環境問題及び社会システムの構成要素である経済、政策等の現

状把握と問題分析を行なう。

2. 上の作業と同時に、環境フレームワークモデルを石川県に当てはまるように構築する。

3. 環境フレームワークモデルの廃棄物プロセスまでにデータを当てはめ、データを当てはめた

期間についてパラメータを同定する。

4. パラメータ同定式から計算した予測値と実測値を比較し、分析する。

5. 対策プロセス（テキストデータ、知識データ）を、廃棄物プロセスから得た結果（数値デー

タ）と比較して分析する。

6. 結果をまとめ、エージェント・シミュレーションについて設計を行なう。

7. （エージェント・シミュレーションを行い、結果をモデルに返す。）

8. （環境問題における知識創造プロセスについて検討を行なう。）

1.4 本論文の章構成

本論文は、本章を含む 7つの章で構成されている。

1. はじめに

2. 石川県における環境問題

3. モデル構築

4. パラメータ同定

5. 対策プロセスの考察
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6. 環境知識マネジメント

7. 今後の課題

2章では、今回研究対象にした石川県の環境問題について、現状とこれまでの取り組み、今後の

課題を述べる。

3章では、本研究のベースとなった環境フレームワークモデルと、本研究で用いるモデルを説明

する。

4章では、3章で構築したモデルに数値データを当てはめてパラメータを同定し、現状分析を行

なう。

5章では、対策プロセスにテキストデータ、人の知識をデータとして当てはめて、それまでのプ

ロセスとの関係を検討する。

6章では、環境問題における知識の統合化を行なうための環境知識マネジメントシステムを提

唱する。

7章では、本論文のまとめと今後の課題について述べる。
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第 2章

石川県における環境問題

本章では、石川県の環境問題の現状とその対策についてまとめている。本章で特に参考文献の

記載がない文章は、全て石川県環境基本計画 [3]を参考文献としている。

2.1 石川県の特徴

2.1.1 自然

石川県は、日本列島の東西の中心より北に位置し、面積約 4200km2 の南北に長い地形である。

気候は日本海側気候で、海に囲まれている上に年間の降水量が 2700mm と全国で二番目に多く、

水資源には事欠かない。

県の面積のうち 6割以上が林野であり、このうち 7割以上が山地である。植物や動物の種類が

豊富で、希少な動植物の種類数も多い。自然の豊かな県である。しかし、近年森林は減少傾向に

あり、保全のための対策考案や土地利用を計画的に行なう必要がある。

2.1.2 社会

県の人口は 2010年頃まで増加が見込まれている [4]。生産については、第一次産業は減少し、第

二次産業及び第三次産業は増加を続けている。しかし、第二次産業の成長は近年伸び悩んでおり、

第三次産業の生産が総生産に占める割合はこれからさらに高くなると考えられている。1996年の

生産額はおよそ、第一次産業：第二次産業：第三次産業＝ 1：2：5である。

生産活動の増大に伴って、電力やガスの消費量等のエネルギー消費量は増加している。県内の

エネルギー需給を計算したデータは存在しないものの、エネルギー消費量の増加から石油等の天

然資源消費量も年々増加していることが推測できる。
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2.2 石川県の主な環境問題

2.2.1 いしかわビッグ 10

石川県環境基本計画 [3]では、石川県で重視している環境問題の現状を基に環境保全施策の体系

を打ち出しており、この中で当面重点をおくべき 10の問題を「いしかわビッグ 10」としている。

「ビッグ 10」に挙げられた問題の現状と対策は以下の通りである。

1. 湖沼等閉鎖性水域の水質浄化

県内の水域の水質は、8割の測定地点で国の環境基準を満たしている。しかし、都市部の

一部の河川及び海域と 3つの湖沼（柴山潟、木場潟、河北潟）では基準を満たしておらず、

閉鎖性流域の汚染が問題となっている。

排水による汚染の防止、下水道の早急な整備が求められている。

2. 地下水の質及び量の保全と活用

石川県では地下水への依存度が高い。生活用水は全国が 23%に対して石川県が 36%、工

業用水は全国が 34%に対して石川県が 67%と、地下水への依存度が他都道府県に比べて高

いことがわかる（1992年）。

一方で、過剰汲み上げによる地盤沈下、水位変化による水位等高線の変形、汚染が一部の

地域で見られるため、地下水利用の合理化や実態把握が課題となっている。

3. リサイクル型社会の構築

公開されている県のデータ [5]では、一般廃棄物の排出量を県民一人一日当たりで比較す

ると（図 5.4）、全国平均より若干多い。総排出量データは、1991年度をピークに減少の傾

向が続いている（図 4.11）。ところが、このデータに関しては 1993年まで統計方法に一部誤

りがあり、実際の総排出量は少なくなることがわかっている（3.3節）。

産業廃棄物発生量は 5年毎に統計が取られているため、年毎の詳細は明らかではない（後

でパラメータを同定する際は、データが無い年を補間している）。統計データを見ると、1988

年度までは発生量の増加が続き、それ以降に減少していることがわかる。

リサイクル率は全国平均値と比べて、一般廃棄物では低く産業廃棄物では少し高い（図

5.5,5.6）。一般廃棄物のリサイクル率は 資源化された量
排出量 で計算されるので、実際は上述のよう

に排出量が少ないため、リサイクル率は高くなる。

産業廃棄物・一般廃棄物共に、発生・排出量は近年減少の傾向である。しかし、最終処分

場の残余容量も年々減少しており、しかも新しい処分場の建設は難しい社会状況となってい

る。県は、県内の企業・事業所や県民が廃棄物の発生・排出量及び処分量を減らせる政策を進

める必要がある。リサイクルについては、リサイクルを行なうことによって逆にエネルギー

消費が増加したりコスト高によってリサイクル製品が売れないという問題点もある。廃棄物
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の回収とリサイクルの段階まで含めてライフサイクルアセスメント1を行なって、リサイク

ルが有効であると判断できれば積極的に行なうべきである。

4. すぐれた自然の積極的な保護

森林や自然景観、野生生物の生息地や希少な生物種の保護を目指す（自然環境保全地域の

面積等の場所や植生構成比などのデータをこの項目の指標とする）。

5. 多様な自然環境の保全

森林・水辺環境の保全、野生鳥獣の保護管理などを行なう。生物自身だけでなく、生物が

生きる環境全体の保全を考える（ここでは、4で使った場所・植物のデータに加えて、淡水

魚の分布など動物に関するデータも指標とする）。

6. 環境情報のネットワーク化及び情報の公開

国立環境研究所では EICネット2を稼働している。石川県でも、ネットワークを利用した

環境情報提供システム3や環境情報管理の拠点となる環境総合センターを整備し、情報公開

を進めている最中である。

7. 環境教育及び環境学習の推進

環境関連施設での環境学習機能を充実させたり、野外活動プログラム、環境教育手法を開

発する。

8. 自然とのふれあいの増進

県内の自然公園を整備するなど、県民が自然に触れあえる時間・場所をより多く提供する。

7、8共に人間の心・意識に直接訴え掛けるものであり、互いに密接なかかわり合いがあ

る。10の自主的取組の促進に繋がることが期待される。

9. 多様なエネルギー対策と環境国際協力の推進

太陽光や風力など、化石燃料を使わないエネルギーの開発を目指す。

県内の降水の pHは全国各地のデータと同程度かやや低い値を示している。これは、近年

工業化が進んでいるアジア大陸からの影響もあるためと考えられる。そこで県では、中国等

東アジアから研修生を受け入れる等して、国際協力が必要な問題の対策を取っている。

10. 自主的取組の推進

環境問題を解決するためには、法や規制によるトップダウンのアプローチだけでなく、事

業者や住民が自主的に問題に取り組む、すなわちボトムアップのアプローチが欠かせない。
1Life Cycle Assesment: 製品を作るための原材料調達→生産→流通→消費→廃棄→再利用までの各段階における環

境負荷を総合的に判断する評価方法
2http://www.eic.or.jp/
3http://www.pref.ishikawa.jp/kankyo/joho/index.htm
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これを推進するために、県は地球温暖化防止地域推進行動計画 [6]を策定したり、環境保

全活動あるいは企業における環境保全対策技術の開発と実用化に対して支援を行なう。

2.2.2 ビッグ 10以外の環境問題

上記で挙がっていない問題に、大気汚染、化学物質、土壌汚染、騒音・悪臭の各問題がある。こ

のうち、大気汚染と化学物質について簡単に述べる。

大気汚染は、光化学オキシダント以外は環境基準を達成している。しかし、市街地では自動車

から排出される二酸化窒素濃度が環境基準の上限に達しようとしている。そのため、総合的な交

通公害対策が求められている。

化学物質については、環境ホルモン等様々な物質が問題を起こしており、大気・土壌・水質とあ

らゆる面に影響が広がっている。石川県内では深刻な汚染や汚染の被害は無いが、今後も実態を

把握し、規制等による汚染防止策を継続させる必要がある。

なお、1999年にPRTR制度4が公布され、2002年度から実施される。この制度の導入によって、

企業・事業者が排出する汚染物質削減への取組を促進することが期待されている。

2.3 石川県の環境問題への対策

政策・対策の大筋の流れを紹介する。過去に取られた政策及びその内容は、5.1.3節で記載する

（表 5.2～5.5）。

2.3.1 行政

(1)対策

1960年代、白山国定公園が国立公園に指定されたのを契機に、県は景観地保護事業を始めた。

また、1960年から 1970年にかけて、日本の各地で問題となっていた公害が石川県でも表面化し

た。そこで、県は公害防止の対策として、全国的な法・規制が整備された後に条例の施行、公害

対策部署設置、各種環境基準の設定を行った。

1980年代から現在にかけては、県内の公害問題に加えて、地球環境問題も視野に入れて対策が

取られ始め、公害問題と地球環境問題を合わせて環境問題として捉えられている。1995年に施行

された石川県環境基本条例、1997年に策定された石川県環境計画のどちらにも、地球環境問題を

含む様々な環境問題への対策が盛り込まれている。また、環境問題の広がりによって、「公害」対

策部署・条例は「環境」対策部署・条例へと名称を変更している。

4事業者が向上や事業所から排出された化学物質や廃棄物の量を行政に報告し、行政はそれを公開する制度
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2.2の 10で触れたように、これまでは法や規制で基準を決め、守れなければ罰則を与えるとい

うトップダウンのアプローチが主であった。しかし近年は、企業が自主的に環境対策に取り組む

ボトムアップのアプローチを促進する政策・対策が増えている。例えば、ISO14000シリーズや環

境報告書、環境会計等がある。ISO14000シリーズは、国際的に定められた環境管理・監査システ

ムの規格である。環境報告書は、企業が活動に伴って発生させる環境に対する影響やその影響を

削減するために行なった取り組みを公表するものである。環境会計は、環境関連支出を企業の事

業報告書に加えて公開するものである。これらはいずれも国や地方自治体から取得・公表するよ

うに義務づけたものではない。これらを活用するかどうかは企業次第であり、うまく活用すれば

環境対策が進む上に、環境に積極的に取り組んでいる企業という社会の評価が得られて企業のイ

メージ向上→売り上げの伸びが期待できる（以上 []）。

近年、県では社会全体で環境保全を考える、すなわち環境保全型社会システムを構築すること

を目指している。これは本研究の目的にも合致する事項である。

市町村レベルでは、ゴミ減量化・資源化施策を取る市町村数がここ数年で増加した。これらの

施策には、ボランティア団体の資源ゴミ回収奨励金交付、不要品交換情報制度、生ゴミコンポス

ト容器購入助成がある。

(2)予算

図 2.1: 環境保全施策事業予算大分類

1996年度以降の石川県環境白書には、県予算の中で何らかの形で環境保全に関連する予算がま

とめられている [8]。特に環境関連以外の部署の予算は、その全額が環境保全に使われるとは限ら

ないが、県の環境対策の指標の一つになると考えるのでここで取り扱う。

環境保全施策は、石川県環境基本計画の中で大きく三つに分けられている。その項目別グラフ
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図 2.2: 環境保全施策事業予算小分類

が図 2.1で、それぞれの施策の細かい項目別にグラフにしたものが図 2.2である。

環境保全予算は、金額自体も県予算全体の中に占める割合も年々増加している。また、1999年

度は予算編成方針の中で環境問題を重視していることを示唆していることと併せて、予算の面で

は県が環境問題に対して積極的に取り組もうとしている姿勢がうかがえる。

2.3.2 企業・事業所

環境問題対策において、企業・事業所 (以下「企業」と略す）の果たす役割は大きい（これにつ

いては、5.2.2で検証している）。企業が環境問題対策を行なうためには、企業だけの努力では限界

がある。法・規制、世論の高まり、行政・民間団体の援助、そして消費者の努力が欠かせない。

企業においては、原料調達から製品が売られた後に廃棄されるまでの過程で、廃棄物や化学汚

染物質の排出を減少させることとが重要な環境対策である。特に近年はリサイクルに対する意識

が高まったことで、詰め替え製品や軽量化あるいは材質を変えることで廃棄物になる量が減る製

品、電力消費の少ない製品や二酸化炭素、有害物質の排出量が減る製品など、環境効率の良い商

品が多数作られている。但し、製品そのものの環境効率が良くなっていても、製品の普及度が高

くなれば廃棄物発生源を増やす結果になってしまう。あるいは、環境効率がいいからと言ってま

だ使える古い製品を新しい環境効率のいい製品に買い換えては、余計に廃棄物を増やす結果にも

なりかねない。

県では企業向けの対策として、ハンドブック [9]作成、各種補助金・融資、省エネルギーや ISO14000

取得のためのコンサルタントを行なっている（表 5.1,5.5）。また、1998年には石川県リサイクル
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製品認定制度を設け、県内企業における再生資源を利用した製品開発を促進している。

県内の企業が自主的に環境マネジメントシステムを構築して環境問題に取り組んでいる例は、

ISO14000取得企業・事業所数を指標として判断するとまだ少ない。県内の ISO14000取得企業・

事業所数は、1999年 11 月現在で全国で 33番目の 24であり [10]、1000件当たり事業所数では 35

番目の取得数 [11]である。

石川県においては、エコビジネスや環境マネジメントシステム構築が今後どれだけ普及するか

が企業の環境対策の鍵を握っており、その過程と結果に注目したい。

2.4 石川県の環境問題の先行研究

石川県の環境問題を総合的に扱った先行研究は見当たらない。全国の環境問題を研究した中で

石川県のデータも取り上げられている研究はあっても、石川県を単独で論文にした研究は数が少

ない。最近出されたものに、二酸化炭素排出量を扱った論文 [12]がある。石川県の環境問題が取

り上げられることが少ない原因として、まだ環境問題がそれほど深刻ではないと考えられている

からではないかと推測している。

県は 1971年より毎年石川県環境白書（当初は石川県公害白書）[5]を、1998年に石川県地球温

暖化防止地域推進行動計画技術報告書 [13]を発行している。また、大気や水質等に関して測定を

行なった結果 (数値データ）は、毎年報告書にまとめられている。

各種データは統計が取られていて報告書に記載されているのだが、それらを統合して環境問題

について述べている文献は、上述の報告書以外見当たらない。

石川県の環境問題の先行研究が少ないという点で、本研究で石川県の環境問題を経済や政策を

絡めて分析することは（これが成功すれば）意義深いものだと考えている。

2.5 現状を分析して

県の環境問題担当者をはじめとする環境問題の専門家にも、石川県の環境問題は深刻な状況で

はないという意識があるようだ（聞き取り調査等の結果から）。しかし、被害が深刻ではないと安

心している場合ではなく、まだ汚染が少ないからこそ、早い段階で防止策を考案し、汚染を深刻

化させないことが必要である。

県では様々な環境問題対策に力を入れているが、とりわけ水質汚染対策と廃棄物問題、循環型

社会システムの構築に力を入れている。

ただ、廃棄物問題は重要な問題であると共に、最も難しい問題である。企業が製品を生産する

上で工夫するだけでなく、住民が再生製品を積極的に購入したり、ゴミの分別回収に積極的に協

力するなど、企業と消費者双方が問題に取り組まなくては事態を改善できない問題だからである。
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2.3.1、2.3.2で述べたように、企業だけでなく住民に対しても、「知識の統合化」の結果として環境

問題に自主的に取り組むような政策が必要である。また、その対策が効果をあげるためには、住

民の環境問題への関心を高めること＝意識変容が必要である。なお、住民の意識変容の方法につ

いては、本研究では触れない。

石川県に環境情報提供システムはあるが、提供された数値データを見ているだけでは全体を把

握しにくい。人が知識として環境問題を理解する際には、体験が伴えば問題をより身近に感じら

れる。しかし、全員が環境問題について何らかの体験をするのは難しい。いかにして、一見自分

とは近いと思えない環境問題に興味を持ってもらうかが環境問題の課題の一つであり、興味を持

たせるために環境問題の情報をどういう形で提供するのかも課題の一つである。前者は上述した

意識変容の問題に繋がり、後者は 6章で考察している知識の統合化に繋がる。
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第 3章

モデル構築

3.1 環境フレームワークモデル

地球環境問題対策のモデルは、既に幾つか発表されている。本研究では、それらの中の「環境

政策分析支援のためのフレームワークモデル」[2] （図 3.1）を基本とし、これを石川県に当ては

まるようにモデル構築を行なう。

環境フレームワークモデルは、複雑で大規模な環境問題と人間活動をマクロな視点で捉えてい

る統合モデルである。しかし、数値データが存在しないプロセス内でパラメータ同定を行なうこ

とができない。また、環境フレームワークモデルは過去のデータと現在の知見に基づいているた

め、現状分析と短期予測が主な用途であり、長期予測は難しい。

以上で挙げた点は、今後行なうことを予定しているエージェント・シミュレーションで補うも

のとしたい。本研究においては、石川県における環境問題とそれを取り巻く要因の現状を、既存

のデータをモデルに当てはめることで把握し、問題点を指摘することを目標とする。

3.2 モデルの概要

モデルは以下の 8ステップからなる。

1. 基本生産プロセス

人口と県内総生産から生産活動（第一次産業、第二次産業、第三次産業）に必要な額を計

算する。

2. 生産要素プロセス

上で得た生産額と生産に必要な要素との関係を決める。本研究では要素を労働力、資本、

土地、エネルギーとしている。

14



図 3.1: 環境フレームワークモデル

3. 廃棄物プロセス

生産活動を行なうことによって、どのくらいの廃棄物が生成されるかを計算する。本研究

では固体廃棄物として産業廃棄物を、気体廃棄物として二酸化炭素排出量をそれぞれ使う。

4. 環境対策プロセス

廃棄物とその量を減らすために取られる環境政策との関係を示す。環境対策には、環境保

全施策事業等への予算のような数値データの他に、法令や規制など数値では出てこないテキ

ストデータ、専門家の知識データを指標として用いる。

5. 環境変化プロセス

資源の使用、廃棄物の排出によって環境がどう変化するかを示す。以下の三つのプロセス

で環境問題とは石川県で重視されている問題であり、大気汚染・水質汚染・土壌汚染・森林

減少・酸性雨・海洋汚染の七つを要素としている。

6. 環境問題間プロセス

複数ある環境問題間がどのような相互関連があるのかを示す。

7. 環境影響プロセス

環境変化が人間と生産活動にどのような影響を与えるかを示す。

15



8. 調整プロセス

環境変化によって人間が活動をどのように調整するかを示す。

本研究では 4の環境対策プロセスまでを考察している。

3.3 使用するデータ

本研究では、数値データがある廃棄物プロセスまでのプロセス内の要素にデータを入れて、4.1

で述べる方法でパラメータを同定する。環境対策プロセスについては適切な数値データが無かっ

たため、政策等のテキストデータを使い、廃棄物プロセスとの関係について考察を行なう（5章）。

本研究で使用するデータは、人口 [14]、県内総生産 [14][15]、第一～三次産業生産額 [14][15]、労

働力 [14]、資本 [14][16]、土地面積 [17][18]、エネルギー [14]、気体廃棄物 [13]、産業廃棄物 (固体

廃棄物）[5][19]、一般廃棄物 [5][20]である。一般廃棄物については廃棄物プロセスを細かく分析

するために参考値として用いている。

このうち、労働力は産業就労人口、資本は民間資本ストック、エネルギーは第一～三次産業にお

ける都市ガス消費量及び電力消費量をMcalに換算して加えたもの、気体廃棄物は第一～三次産業

における二酸化炭素排出量の合計を推計した値、産業廃棄物は産業廃棄物発生量をデータとする。

一般廃棄物は 2.2の 3で触れたように、公開されている排出量データに 1993年まで不備がある

ため、これを修正した推計値を扱う。一般廃棄物排出量は計画収集量、直接搬入量、自家処理量

の合計で、このうち計画収集量＋自家処理量を家庭からの廃棄物（生活系廃棄物）、直接搬入が事

業所からの廃棄物（事業系廃棄物）と分類する。直接搬入量に一部の市で産業廃棄物を交えて計

測してしまったために、排出量が実際より多くなってしまっている。なお、計画収集量と自家処

理量に関してはデータに問題はないので、この二つをデータとした計算も参考のために行なう。

気体廃棄物及び産業廃棄物は 1970年～1996年のデータを、一般廃棄物は 1977 年～1996年の

データを、それ以外の項目は 1955 年～1996年のデータを使用する。毎年データを取っていない

労働力及び産業廃棄物についてはデータの補間を行なって推計値とする。資本については、石川

県独自で計算をしておらず、電力中央研究所経済社会研究所1が推計値を計算しているのでそれを

利用し、その値が無い年のデータは全国の資本ストック、国内総生産、石川県内総生産を利用して

推計する。気体廃棄物は、1990 年度及び 1995年度の排出量計算を参考にして各産業毎に簡単に

推計し、これを合計して該当データとする。

予想していた以上に必要なデータを集めることは難しかった。データそのものが存在しない項目

があることと、各データを集計・保管している担当部署がそれぞれ違っていることが原因である。

前者については、全国規模では統計を取られているのに都道府県レベルでは取られていないデー

タが幾つかある。エネルギー、資源関係の都道府県レベルでの推計データは皆無に等しく、都道

1http://criepi.denken.or.jp/CRIEPI/serc/socio.htm
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府県毎に過去から現在までのエネルギー需給の計算を行なうことが必要であると考える。

後者については、研究のテーマの一つである環境知識マネジメントの考察の一貫として、行政

を含めた組織におけるデータや情報の管理・統合のあり方についても今後検討したい。
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第 4章

パラメータ同定

4.1 方法

環境フレームワークモデルの各プロセスにおいて、「項目 Cが z1倍になると項目 Dは w1倍に

なる」と考える。コブ・ダグラス型関数を利用して式を立てる。

y = Ax�1
1
x�2
2
:::::x�n

n
(4:1)

ここで、yは出力、x1; x2; :::::; xnはそれに対応する入力群、A,�1; �2; :::::�nはパラメータとする。

この式の各変数について対数を取り、それらを新たに X,Yとする。すなわち、

log y = logA+ �1 log x1 + �2 log x2 + :::::+ �n log xn (4.2)

Y = A+ �1X1 + �2X2 + :::::: + �nXn (4.3)

= X

0
BBBBBB@

A

�1

:::

�n

1
CCCCCCA

(4.4)

X,Yもベクトル表示すると下の式になる。
0
BBBBBB@

Y1

Y2

:::

Ym

1
CCCCCCA

=

0
BBBBBB@

1 X11 X12 ::: X1n

1 X21 X22 ::: X2n

::: ::: ::: ::: :::

1 Xm1 Xm2 ::: Xmn

1
CCCCCCA

0
BBBBBB@

A

�1

:::

�n

1
CCCCCCA

(4.5)

この式に前章で示した各データを当てはめると、例えば第一次産業生産を求める式は以下のよ
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うになる。他も同様に式を立てれば良いので、ここでは記述を省略する。
0
BBB@

log第一次産業生産1

:::

log第一次産業生産m

1
CCCA =

0
BBB@

1 log人口11 log県内総生産12

::: ::: :::

1 log人口m1 log県内総生産m2

1
CCCA

0
BBB@

A1

�1

�2

1
CCCA (4.6)

パラメータを求めるために左辺と右辺に観測値を代入する。観測値とは 3.3で述べた統計から得

た実測値及び推計値のことである。
0
BBBBBB@

A

�1

:::

�n

1
CCCCCCA

= ( ~Xt ~X)�1 ~Xt~Y (4.7)

(4.8)

この式を解いてパラメータ、基本生産プロセス、生産要素プロセス、廃棄物プロセスにおける

関係式をそれぞれ求める。

4.2 現状分析

以下の節で本文中に出てくる図とは、本章末に示している各プロセスの観測値と計算した再現

値、予測値の表及びグラフである。

4.1の方法で各式のパラメータを同定し、右辺に観測値と求めたパラメータを代入して左辺の値

を求めるとき、求まった左辺の値を再現値とする。再現値を計算することによって、観測値をど

れだけ再現できるかどうかを観察し、パラメータ同定式の検討を行なう。

後にも述べる通り、予測値は再現値を求める際と同様の式を用いる。右辺に再現値と最初に求

めたパラメータを代入して計算したときの左辺の値で、与えた条件ににおける短期予測値になる。

計算の初期値として代入した人口と県内総生産を図 4.1で示す。45年前から 1996年まで、どち

らも増加を続けている。

4.2.1 基本生産プロセス

図は図 4.2から図 4.4である。

第一次産業生産 = 1:219 � 10�26 �人口4:733
�県内総生産0:3707 (1955～77年) (4.9)

第一次産業生産 = 1:851 � 107 �人口�4:126�10
�2

�県内総生産�0:3244 (1978～96年)(4.10)

第二次産業生産 = 2:05 � 1017 �人口�3:155
�県内総生産1:206 (4.11)

第三次産業生産 = 1:598 � 10�5 �人口0:7476
�県内総生産1:014 (4.12)

(4.13)
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第一次産業生産は 1970年代をピークに減ってきているものの、第二次・第三次産業生産の増加

が続いていることが全体の増加に寄与している。計算によると、第三次産業生産のみが時代が進

むと増加し、第一次・第二次産業生産は人口が増加すれば生産額が減少する。

第二次、第三次産業生産は観測値と再現値に大きな差はない。第三次産業生産は人口と県内総

生産両方が増加すると増加し、第二次産業生産は人口が減少し県内総生産が増加すると増加する

という結果が出ている。

第一次産業生産は、期間を分けずに計算を行なうと生産が上昇し続けるという結果が出るので、

より現実の再現性を持たせるために、1977年までとそれ以降で期間を分けて計算を行なっている。

1977年までは人口、県内総生産のどちらも増加すれば第一次産業生産も増加していたが、1978年

以降はどちらとも増加しても生産が減るという結果であり、これはほぼ観測値を再現できている。

1977年までは人口が生産にかなり影響を及ぼしているが、それ以降は人口の影響は小さくなって

いる。第一次産業生産は天候等の外部要因が生産額に影響し、年によって変動が大きくなる。

このプロセスでは、人口一人当たり県内総生産を初期値としても計算を行なっている（グラフ

は示していない）。当然、結果は県内総生産を初期値として行なったものと同じ傾向を示すグラフ

となる。

第一次産業生産 = 2:212 � 10�27 �人口5:104
�

人口一人当たり県内総生産0:3707 (1955～77年) (4.14)

第一次産業生産 = 2:802 � 1014 �人口�1:778
�

人口一人当たり県内総生産0:5485 (1978～96年) (4.15)

第二次産業生産 = 7:963 � 1014 �人口�1:949
�

人口一人当たり県内総生産1:206 (4.16)

第三次産業生産 = 1:494 � 10�7 �人口1:762
�

人口一人当たり県内総生産1:015 (4.17)

4.2.2 生産要素プロセス

図は図 4.5から図 4.8である。

労働人口 = 4:193 � 105 �第一次産業生産�9:286�10
�2

�第二次産業生産4:381�10
�2

�第三次産業生産5:420�10
�2

(4.18)

資本ストック = 1:318 � 102 �第一次産業生産�7:932�10
�2

�第二次産業生産�2:332�10
�2

�第三次産業生産0:8097 (4.19)
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土地面積 = 7:299 � 104 �第一次産業生産�4:873�10
�2

�第二次産業生産4:409�10
�2

�第三次産業生産4:361�10
�2

(4.20)

エネルギー = 1:894 � 106 �第一次産業生産�3:889�10
�2

�第二次産業生産0:7033
�第三次産業生産�9:623�10

�2

(4.21)

生産要素プロセスでは、労働人口、資本ストック、エネルギーは第一次～三次産業生産額を入

力として分析すると伸び続けており、それぞれ観測値と再現値に大きな差はない。図は示してい

ないが、産業別の労働人口と資本ストックは各産業生産額とほぼ同じ傾向が見られ、第一次産業

は増加の後減少、第二次及び第三次産業では増加している。エネルギーについては全ての産業に

おいて消費量が増え続けている。

労働人口は第二次・三次産業生産が増加すると増加する。資本ストックは第三次産業、エネル

ギーは第二次産業生産の影響を受けて増加する。土地面積は第二次・第三次産業の両方の生産を

受けて増加する。

4.2.3 廃棄物プロセス

図は図 4.9から図 4.12である。

気体廃棄物排出量 = 3:180 � 10 �労働人口�2:732
�資本ストック0:850

�土地面積1:273
�エネルギー0:841 (4.22)

産業廃棄物発生量 = 5:330 � 10�14
�労働人口�3:536

�資本ストック0:1879

�土地面積8:395
�エネルギー�0:4567 (1970～90年) (4.23)

産業廃棄物発生量 = 1:730 � 10�14
�労働人口1:546

�資本ストック0:1098

�土地面積1:491
�エネルギー9:786�10

�2

(1991～96年)(4.24)

一般廃棄物排出量（修正） = 5:715 � 10�68
�労働人口1:236�10

�資本ストック�1:610

�土地面積3:174
�エネルギー�0:4056 (1977～90年) (4.25)

一般廃棄物排出量（修正） = 1:986 � 1035 �労働人口�0:7846
�資本ストック�0:9259

�土地面積�4:493
�エネルギー0:4626 (1991～96年) (4.26)

一般廃棄物排出量（生活系） = 2:609 � 10�37
�労働人口3:750

�資本ストック�0:7909

�土地面積4:818
�エネルギー9:360�10

�2

(4.27)

廃棄物プロセスでも観測値と再現値に大きな差は出ない。産業廃棄物、一般廃棄物 (修正）は、

データを 2分割してパラメータを同定するとより観測値を再現することができるので、それを再

現値 2としてグラフで示す。
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気体廃棄物は 3.3で述べた通り 2年分しか推計値がない。そのため、石川県 [13]の計算方法に

従って、第一次産業は農業用トラクターと漁船のトン数、第二次産業と第三次産業は総生産額か

ら推計した値を観測値として使用する。実際の排出量と観測値にずれがある可能性は否定できな

いが、おおよその傾向は掴んでいると考える。総排出量はエネルギー同様に年々排出量が増加し

ていると考えられ、予測値 1もそれを再現している。

産業廃棄物は 1988年から 1994年の間に大きく減少している。この間はデータが無いので、い

つから減少しているのか正確なところはわからない。1990年代の減少が大きいため、減少の始ま

る年でデータを分割してパラメータを同定した方がより観測値を再現することができる。この再

現値をグラフでは 2と示している。

一般廃棄物は 3.3で述べた通り、排出量を修正した推測値と生活系廃棄物のみの二種類のデータ

で計算を行なう。1993年までの排出量には、産業廃棄物（合わせ産廃）が混ざっている。1994年

の排出量から 1993年までの排出量の差と 1994年の排出量の比率は 1：4であるので、1993年ま

での排出量の 1

3
を修正排出量としてデータとする。厳密には 1993年までの合わせ産廃の一般廃棄

物排出量に対する割合は年毎に異なる。しかし県の担当者に訪ねたところ、合わせ産廃の比率に

大きな変動はなく、県が修正を行なうとすればやはり比率で計算するだろうとの回答だったので、

ここでも比率を使って修正値を計算を行なっている。

一般廃棄物を分析すると、生活系は 1977年から 1990年代前半までは増加を続け、近年は若干

減少している。修正排出量もほぼ同様の傾向を示す。再現値では近年の減少が予測できていない。

修正排出量は産業廃棄物同様、データ期間を分割して計算した値を 2として示す。

気体廃棄物と一般廃棄物 (生活系）は、労働人口と土地面積からの影響が他のパラメータに比べ

て大きいことは共通している。気体廃棄物は、労働人口が減少し土地面積が増加すれば排出量が

増加する。一般廃棄物 (生活系）は、労働人口、土地面積ともに増加すれば排出量も増加する。

産業廃棄物はデータを分割して同定した式を分析すると、1990年までは労働人口と土地面積の

影響が少し大きく、1991年以降は労働人口が他のパラメータよりかなり大きな影響を及ぼす。1990

年までは労働人口が減少し土地面積が増加すると発生量が増加する。1991年以降は労働人口、土

地面積がともに減少し、資本ストックが増加すると発生量が増加する。

一般廃棄物（修正）もデータを分割した式を見ると、1977年から 1990年までは労働人口が他

のパラメータに比べて大きな影響を与えている。1991年以降は土地面積の影響が大きくなる。

4.3 短期予測

4.3.1 入力値

前節では、再現値を計算の際に観測値をデータとしている。本節では、パラメータ同定式は再

現値の計算式を、データは再現値をそれぞれ用いて、1970 年から 2010年の値を計算する。この
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計算結果を予測値とし、1996年までは予測値と観測値、再現値との差を、1997年以降は代入した

条件でどのような短期予測結果が出るかを見る。

まず、初期値である人口と県内総生産は、1996年までは観測値を使う。1997年以降は条件を決

める。以下の計算では、人口は対前年度増加率 2%として推計する。2%は 1990年から 1996年ま

での対前年度増加率を平均した値である。この方法で計算すると、2010年の人口は石川県の予測

[4]より 3万人ほど少ない。県内総生産は、1997年から 2000 年までは対前年度減少率を 1.1%と

し、2001年度からは同増加率を 2%として推計する。1.1%は 1997年の石川県県内総生産の対前年

度減少率である。この状況が 2000年まで続き、2001年からは景気が上向きとなって成長率が大

きくなると仮定している（図 4.1）。

4.3.2 基本生産プロセス

図は 4.2.1同様、図 4.2から図 4.4である。

基本生産プロセスの各項目は人口と県内総生産がパラメータであるので、1996年までは再現値

と予測値は同じ値になる。

図の表では予測値、グラフでは 1996 年までは再現値、1997 年以降は予測値と表示している。

1997年以降の予測値は、第二次、第三次産業は県内総生産とほぼ同じ動きであり、第一次産業生

産は、横ばいの後緩やかな減少を示している。

第一次産業生産については 4.2.1でも述べた通り気象の影響を受けるので、小さな増減を再現値

が予測できていなくても式に誤りはないと考える。将来は緩やかな減少をたどる結果が出る。近

年の石川県の状況を考えればありうるシナリオであると考える。

4.3.3 生産要素プロセス

図は 4.2.2同様、図 4.5から図 4.8である。

このプロセス以降はデータに前のプロセスの再現値を使うので、計算結果で再現値と予測値が

一致しない。

このプロセス内では、各項目とも観測値、再現値、予測値に大きな差は見られない。エネルギー

に関しては、1990年代の再現値は観測値より低い値を出力している。1997年以降の予測値は、労

働人口、土地面積は微増、資本ストック、エネルギーは県内総生産に近い動きを示す。この予測結

果については、妥当なものと考える。各要素の値を大きく動かす要因が、現時点では基本生産プ

ロセスの要素以外考えられにくいからである。

4.3.4 廃棄物プロセス

図は 4.2.3同様、図 4.9から 4.12である。

23



4.2.3で述べたように、産業廃棄物は期間を区切って計算しており、この式による予測値を予測

値 2と表す。1997年以降の予測値 2の計算式は、期間を分割して出した二つの式のうち後者、す

なわち廃棄物が減少している期間の式を使う。

気体廃棄物は観測値、再現値、予測値に大きな差は見られず、1997 年以降の予測値の動きは、

前のプロセスと同じく県内総生産に近い動きを示す。予測結果では、2000年以降気体廃棄物の排

出量は増加する。しかし実際は、初期値が同じ条件だとすると排出量は少なくなると考える。こ

れは、今後、二酸化炭素排出基準が厳しくなることが予想できるからである。一般廃棄物（生活

系）についても全く同じことが言える。

産業廃棄物は、予測値では廃棄物が増加し続けることを示しているが、予測値 2では減少の後

若干増加し再び減少する。

一般廃棄物（修正）では、予測値は廃棄物排出量が 1970年から 2010年まで一定となり、予測

値 2では産業廃棄物同様、1997年以降若干増加の後減少する結果となる。

4.3.5 短期予測結果の分析

前節で述べた通り、(1)経済成長が続く、(2)現在同様に廃棄物を減少させる方向に社会が進む、

という条件を入力すると、産業廃棄物、一般廃棄物（修正）の予測値 2-2は減少を示す。条件は将

来ありうるものを入力しているので、この予測結果についてもありうるものであると考える。但

し、(2)は予測値 1を求めた式のことを指しているのであるが、これらは生産が増えても廃棄物が

減少するというモデルのため、生産が減少すれば廃棄物が増加するという出力になってしまって

いる。ところが、実際には (2)が強く影響し、廃棄物は減少し続けると予想している。

廃棄物発生・排出量を左右する要因は生産（経済）だけではない。政策、自然環境、廃棄物以

外の環境問題が廃棄物に影響を及ぼしている。(2)で減少させる方向とは、政策が取られることを

主に考えている。

廃棄物に影響を与えると考えられる要素を全てモデルに当てはめて計算できれば、より正確に

発生量・排出量の分析を行なえる。ここまでは基本生産→生産要素→廃棄物、とモデルの左から順

にデータを当てはめて分析を行なっている。モデルはさらに廃棄物→対策の順に続くのだが、特

に廃棄物に関しては、後に位置するプロセスからのフィードバックを他プロセス以上に考慮する

必要がある。

ところで、政策や環境問題ではその要素に対する数値データが存在するとは限らない。テキス

トデータのみ、あるいはデータそのものが存在しないこともある。このような場合、データとし

て他の要素を、モデルを動かすために他の手法を考える必要がある。

本章の結果をふまえて、次の 5章では廃棄物に影響を最も大きく与える要素であると考える政

策と、廃棄物との関係を考察する。政策の分析に使える数値データは石川県ではわずかであったた

め、テキストデータと県の担当者に聞き取りをした結果をデータとして用いて分析を行ない、廃
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棄物プロセスと環境対策プロセスとの関係を分析する。6章では、データとして用いる必要がある

と考える人の知識について、どのように利用するかを検証する。7章では、モデルを動かす手法と

して考えているエージェント・シミュレーションについて述べる。
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図 4.1: 県内人口と県内総生産額
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図 4.2: 第一次産業生産額
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図 4.3: 第二次産業生産額
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図 4.4: 第三次産業生産額
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図 4.5: 労働人口
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図 4.6: 資本ストック
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図 4.7: 土地面積
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図 4.8: エネルギー消費
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図 4.9: 気体廃棄物発生量
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年度 観測値 予測値 1 予測値 2 予測値 1-2 予測値 2-2 年度 予測値 2 予測値 2-2

1977年 2595962 2476509 2612562 2613032 2682274 1997年 3550762 3532199

1978年 2656692 2652649 2682616 2759689 2782646 1998年 3540747 3605556

1979年 2717422 2781257 2755085 2880113 2897032 1999年 3530984 3681733

1980年 2826885 2776011 2819558 2954952 2991162 2000年 3524959 3781474

1981年 2936348 2672891 2876084 3003574 3083734 2001年 3548162 3675266

1982年 3045810 3043726 2910570 3122482 3126757 2002年 3571517 3572041

1983年 3155273 3272721 2950267 3245992 3184025 2003年 3595026 3471715

1984年 3269220 3499700 3003364 3352037 3277689 2004年 3618690 3374206

1985年 3383167 3467495 3061556 3418873 3364617 2005年 3642510 3279437

1986年 3497114 3266828 3094413 3439436 3422513 2006年 3666486 3187329

1987年 3611061 3557291 3168008 3601488 3579896 2007年 3690621 3097808

1988年 3725008 3638571 3238970 3713760 3731463 2008年 3714914 3010801

1989年 3828825 3588265 3300286 3819877 3871671 2009年 3739367 2926239

1990年 3932642 3361233 3375968 3905752 4032521 2010年 3763981 2844051

1991年 4036459 3192761 3429811 4052761 3989961

1992年 3596711 3454486 3435676 3548168 4009220

1993年 3156962 3279495 3467022 3212254 3822757

1994年 2717214 3025068 3477315 2878245 3806880

1995年 2688809 2872148 3520925 2600388 3660831

1996年 2660405 3340789 3559946 2755701 3455711

表 4.1: 産業廃棄物発生量
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年度 基データ 観測値（生活系） 予測値 1 予測値 2 年度 予測値 2

1977年 661380 303023 290121 299290 1997年 411617

1978年 634808 301673 305512 301948 1998年 409262

1979年 649554 317404 315036 309906 1999年 406855

1980年 641524 302987 314410 315483 2000年 403372

1981年 664957 318390 304036 321900 2001年 405970

1982年 625720 304775 319305 323524 2002年 408585

1983年 645868 303315 333317 326622 2003年 411216

1984年 658716 335800 346086 333433 2004年 413865

1985年 639451 335435 347986 338216 2005年 416530

1986年 708020 361715 338481 342262 2006年 419213

1987年 769791 385075 367410 355490 2007年 421913

1988年 789838 397850 381666 367896 2008年 424630

1989年 787710 406975 393196 379808 2009年 427365

1990年 782890 407742 397854 392297 2010年 430118

1991年 705421 437299 401028 401997

1992年 652995 423316 430101 400907

1993年 618680 403459 419807 405675

1994年 482394 395008 418777 405585

1995年 498669 410698 414088 408360

1996年 474006 406831 440865 414241

表 4.2: 一般廃棄物排出量（基データ、生活系）
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年度 観測値 予測値 1 予測値 1-2 予測値 2 予測値 2-2 年度 予測値 2 予測値 2-2

1977年 529104 494102 498883 512601 516505 1997年 525123 461403

1978年 507846 507080 509453 507256 504328 1998年 525045 466529

1979年 519643 517821 526055 509063 515315 1999年 524980 471657

1980年 513219 517301 547775 510821 522621 2000年 525139 475925

1981年 531966 490527 518996 512145 531473 2001年 525598 465325

1982年 500576 527546 527873 513219 533172 2002年 526058 454960

1983年 516694 542059 524700 514292 537107 2003年 526518 444826

1984年 526972 560187 531045 515390 546631 2004年 526978 434918

1985年 511561 550605 529264 516888 552752 2005年 527438 425231

1986年 566416 532990 546560 517566 558346 2006年 527899 415759

1987年 615833 564559 583324 518595 577444 2007年 528361 406498

1988年 631870 573842 611167 519624 595205 2008年 528823 397444

1989年 630168 567806 632977 520385 612355 2009年 529285 388591

1990年 626312 541609 645458 521552 629941 2010年 529747 379936

1991年 564337 525065 569345 522294 517289

1992年 522396 556272 521145 522588 515289

1993年 494944 537359 504526 523103 498803

1994年 482394 504020 504169 523435 494453

1995年 498669 485000 491128 524520 474899

1996年 474006 524588 447569 525149 456535

表 4.3: 一般廃棄物排出量（修正値）
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図 4.10: 産業廃棄物発生量

図 4.11: 一般廃棄物排出量データ比較
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図 4.12: 一般廃棄物排出量（修正値）

図 4.13: 一般廃棄物排出量（生活系）
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第 5章

環境対策プロセスの考察

図 5.1: 産業廃棄物排出量推測値比較

産業廃棄物発生量が、対前年比増加率が高かった 1980年代後半、1990年代後半の増加率で推移

すると仮定する場合の予測値を 4.1の方法を用いて計算し、図 5.1でグラフに示す。同様のグラフ

は気体廃棄物、一般廃棄物（修正）でも描くことができる。予測値と観測値には、1996年時点で

かなりの差が見られる。その差は生産の各パラメータの他に廃棄物の減少を生じさせるパラメー

タ、例えば政策（対策）が原因で生じると考えている。

そこで本章では、環境フレームワークモデルの廃棄物プロセスと環境対策プロセスの関係につ

いて、廃棄物発生・排出量と政策に加えて基本生産プロセスの県内総生産額をパラメータとして

用いることで、モデルにおけるフィードバック（図 5.2）を含めて考察する。
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図 5.2: モデルのパラメータの動き

5.1 廃棄物と政策

5.1.1 廃棄物

(1)発生量・排出量

石川県の気体廃棄物、産業廃棄物及び一般廃棄物発生・排出量は図 4.9から図 4.11で示してい

る。本研究で産業廃棄物は発生量、一般廃棄物は排出量を扱うのは統計データの都合である。

産業廃棄物発生量は 1992年まで増加を続け、その後減少している。1981年に増加率がそれま

でより大きくなっている。

一般廃棄物排出量（修正）は 1985年まで横ばいを続け、1986年から 1990年まで増加、その後

減少に転じている。3.3で述べたように、一般廃棄物は生活系廃棄物と事業系廃棄物に分けられる。

全排出量が減少傾向で生活系廃棄物は増加を続けていることから、産業廃棄物同様に事業系廃棄

物は減少していることがわかる。

なお、リサイクルされる廃棄物は、一般廃棄物の中で資源ゴミとして分類されるものと一般廃

棄物とは別に集団回収されるものがあり、後者は一般廃棄物排出量は含まれていない。近年集団

回収量は増加しているが、集団回収量の増加以上に一般廃棄物排出量が減少しているので、一般

廃棄物総排出量を一般廃棄物排出量＋集団回収量と定義すると、一般廃棄物総排出量も減少を続
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けていることが言える。

図 5.3: 一般廃棄物総排出量比較

全国及び他都道府県との一般廃棄物排出量の比較データを載せる。石川県の排出量データは修

正データを用いるため、他と比較しても問題はない。図 5.3は、一年間の総排出量を比較している。

1992年を 1として排出量の変化を調べると、石川県と福井県で排出量の減少が進んでいるのが目

立つ。図 5.4は一人一日当たりの排出量を 1992年を 1として比較しており、ここでも 1990年代前

半の石川県の減少幅の大きさが目を引く。

図 5.4: 一人一日当たり一般廃棄物排出量比較

(2)リサイクル率 (再生率)

産業廃棄物のリサイクル率は全体で 55.6%（1994年度）である。図 5.5 で全国、福井県と種類
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図 5.5: 産業廃棄物リサイクル率

別の比較を示す。石川県は全体として産業廃棄物のリサイクル率が高いと言える。但し、数値が

大きく違う廃棄物もあり、調査地域の産業特性の違いが現れている。

一般廃棄物のリサイクル率は 9.3%（1996年度）である。全国、福井県、富山県との比較グラフ

は図 5.6である。リサイクル率は 資源化量
一般廃棄物発生量 で計算を行なう。石川県のリサイクル率の計算に

当たっては修正無しの一般廃棄物排出量データを使用しており、1993年までの実際のリサイクル

率はもう少し高くなることが考えられる。それでも、1994年以降の値を他県と比べると、産業廃

棄物のそれとは異なり石川県の一般廃棄物のリサイクル率は他県に比べて少ない。

石川県を石川中央、南加賀、能登中部、能登北部の四つの地区に分けてリサイクル率を比較す

ると、他地区は約 10%であるのに対して能登北部は 4%強でかなり小さい [20]。このため、県全体

のリサイクル率が小さくなっている。この理由は 5.2.1節で触れるように、各地域別の取り組みの

差であるとされている。

図 5.6: 一般廃棄物リサイクル率
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以上をふまえて、県では一般廃棄物のリサイクルをより強く推進している。その一環として、県

内の全市町村でゴミの分別回収を行なっている。一般廃棄物排出量の 2

3
は生活系廃棄物であり、そ

の主な排出者である各家庭からの廃棄物減少・リサイクル推進を目指した対策である。

(3)経費

石川県が一般廃棄物の処理に要する経費を次に示す。図 5.7では、一般廃棄物処理の事業経費の

図 5.7: ゴミ処理事業経費

総額と一人当たりの処理事業経費をまとめてグラフにしている。処理経費の総額は毎年増え続け

ているが、一般廃棄物の排出量が減り始めた 1992 年からの増加率は過去数年に比べて減ってお

り、排出量の減少と経費増加率の減少に関係があることが推測できる。一人当たりの処理経費も

毎年増え続けているが、全国平均と比べると 2000円ほど安い。処理経費の増加の原因としては、

分別収集が進むに従って処理に手間が掛かるためだと考える。図 5.8で示す 1トン当たりゴミ処理

事業経費は毎年およそ 1000円ずつ高くなっていたが、1994年は前年に比べて 4000円高くなって

いる。原因として、リサイクル推進に伴う廃棄物の種類別処理が進んで費用が掛るようになった

こと、1994年 3月に埋立て容量が石川県で最大の処分施設が金沢市に竣工されたことによる費用

が掛ったからであると推測している。

5.1.2 経済

石川県の県内総生産額、産業別生産額は既に図 4.1から図 4.4で示している。資本ストックも県

内総生産額とほとんど同じ増加・減少の動きをしているので、今回は経済のパラメータを総生産

額のみとした。県内総生産額百万円当たりの各廃棄物量を図 5.9に示す。1970 年代前半の産業廃
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図 5.8: 1トン当たりゴミ処理事業経費

棄物発生量の減少が目立つ。気体廃棄物排出量がほとんど変化していないのは、気体廃棄物排出

量を推計する際に総生産額をベースにしているためであると考える。
各産業から発生・排出する廃棄物量

各産業の生産額 については、気体廃棄物排出量推計値が生産額を基に出されている

こと、各産業別排出量のデータが無いことから行なっていない。

5.1.3 対策

(1)政策

これまで全国・石川県で環境問題に対して取られた政策（法・条例・基準等）が本章末の表 5.2

から表 5.5 である。これらの出典は [1][5][9]である。

廃棄物量が減少した、あるいは伸びが少なかった 1970年代と 1990年代に対策が多く取られて

いる。これは、1970年代に公害、1990年代には地球環境問題がそれぞれ表面化し、対策を取る必

要に迫られたからだと考えている。詳しくは 5.3で考察を行なう。

(2)企業向け経済的補助制度

現在、企業向けに取られている経済的補助制度を表 5.1にまとめた（[9]より）。補助金制度、融

資制度、税優遇措置がある。この中で石川県が行なっている制度は環境保全資金融資と経営革新

等支援融資で、他の制度は国または金融機関が行なっている。
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図 5.9: 県内総生産額百万円当たりの廃棄物発生・排出量

5.2 廃棄物と経済と対策の関係から言えること

前節でまとめた廃棄物と経済と対策の関係から、以下の二つが言えると考えたので、これにつ

いて検証を行なう。

1. 経済が成長すれば廃棄物発生・排出量は増えると予想できる。しかし、そのような状況でも、

政策によって廃棄物発生量を減少させたり、再生利用を促進できる。

2. 廃棄物を減少させるためには、企業からの発生・排出量をいかに減らすかが重要である。

5.2.1 政策の影響

これは、環境情報を提示するだけでなく法や規制が導入されなければ、企業や住民が自主的に

環境問題の対策を行なう可能性は低い、ということである。

全国的にはここ 10年ほど廃棄物発生・排出量は変化していないのに対して、石川県では減少し

ている（図 5.3）。廃棄物を増加させるパラメータとしてまず考えられるのが経済である。しかし、

県では経済が成長していても廃棄物が減少しているので、経済以外に廃棄物を減少させるパラメー

タが存在することがわかる。廃棄物に関係のあるパラメータとして政策、他の環境問題が考えら

れるが、最も影響を及ぼすのは政策であると考え、以下で分析を行なう。他の環境問題と廃棄物

の関係については、環境問題がたくさんあること、環境問題の現状が完全に把握できていないこ

とから現時点では分析が難しいのが現状である。

5.1.1節で県内の地域によってリサイクル率が違うことに触れている。県担当者に聞き取りをし
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創造技術研究開発費（環境技術枠） 補助金

エネルギー使用合理化新規産業創造技術開発費 補助金

新エネルギー事業者支援事業 補助金

廃棄物処理・再資源化実証プラント事業 補助金

地球環境保全関係産業技術開発促進事業 補助金

環境保全資金 融資

経営革新等支援融資 融資

公害防止施設他 融資

中小企業近代化促進、環境対策 融資

特定共同施設事業（共同公害防止等） 融資

公害防止用設備・リサイクル設備特別償却 国税優遇

公害防止設備、廃棄物再生処理用設備 固定資産税優遇

公害防止施設、廃棄物再生処理用設備 事業所税優遇

表 5.1: 企業向けの主な経済的支援制度

た際、地域によって分別収集の方法が違い、対策をしっかり行なっている地域とそうでない地域

で差が出ているのではないか、と述べている。

企業がリサイクルをしやすい製品を作る、あるいは製品を積極的に回収してリサイクル製品に

する等の環境問題や廃棄物に対する意識の向上、自主的取組を行うことは必要不可欠である。し

かし、企業が自主的に取り組む例は少ないのが現状であり、法・規制あるいは社会情勢によって環

境問題対策を迫られたことをきっかけにして対策を始める場合がほとんどである。

政策だけが違い他の要素は全て同じ、という二つの地点または年代を比べる必要があるが、そ

のような事例を見つけることは不可能に近い。そのため、証明を行なって決定的証拠は示せない

ものの棄却できる項目もなく、経済動向だけでは廃棄物減少の理由を説明できないことから、政

策の重要性は大きいと結論づける。

5.2.2 企業の重要性

産業廃棄物発生量は一般廃棄物排出量の 4～6倍の量（重量）であり、また一般廃棄物排出量の

およそ 1

3
が事業系廃棄物である。なお、産業廃棄物の大部分は第二次産業から発生している。

企業が作った製品を購入するのは消費者である。消費者が持つのは「製品を買う」という選択

肢であり、消費者が製品から排出される廃棄物を減らすために行なう努力には限度があり、企業

の努力が最も必要である。また、リサイクルを行なうためには製品の回収を自治体任せにするの
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ではなく、企業も積極的に回収を行なうべきで、家電リサイクル法や容器包装リサイクル法（表

5.4）では回収が企業に義務づけられている。さらに、回収後にリサイクル製品を製造し販売する

段階にも、企業が責任を負っていくべきである。

政策の重要性と併せて考えると、「企業に対して有効な政策を政策策定者が打ち出すと、廃棄物

発生量をより大きく減少させることができる」、と言える。

5.3 廃棄物減少の要因

以下、廃棄物の減少の要因を分析、推測する。石川県に関しては、1970年代は各廃棄物の総発

生量・排出量が減少してはいないものの、廃棄物の対前年比増加率が低いこと、一般廃棄物（生

活系）の排出量が横ばいであることから分析を行なう。

1990年代は産業・一般廃棄物の発生・排出量が減少しており、近年は気体廃棄物排出量も減少

していることから分析のメインとする。

5.3.1 1970年代

公害被害が深刻化したこと、石油ショックが公害・環境問題への関心の高まりや廃棄物減少の大

きな原因であると考える。いずれも全国的な理由である。

前者の結果、法や規制が整備され、企業は対策を取らざるを得なくなった。この時期に定めら

れた法・規制は基準や目標を定めたものであった。この時期に企業が公害防止投資を積極的に行

なった理由として、法規制の他に設備投資に補助が出るようになった、企業のマイナスイメージ

が付いてしまう等の理由があげられている [21]。企業が自主的にではなく、政策や社会状況という

外部からの影響によって公害対策を行なったことがわかる。

後者の結果、石油の価格が高騰したことから、企業は製品における石油使用量を減らすことに

取り組み、この時期に製品における環境効率が上がった [21]。また、住民レベルにおいても電気の

使用や不用品購買が減少するなど、省エネ意識の浸透による個人の意識変容が起きた。

石川県における 1970年代の公害の被害は深刻なものではなかったとは言え、全国的な法規制の

整備及び県の条例等施行により、県内の企業も公害対策を行なった。図 5.9に示すように、石川県

内における生産額に対する産業廃棄物発生量がこの期間に急に小さくなったことについては、企

業の対策の効果を評価するべきである。しかし、廃棄物の総量はこの時期には減少していないこ

と、全国の後を追い掛けて県が条例等を整備していることから、県における公害対策は公害被害

の深刻化していた地域ほど熱心には行なわれなかったと考える。
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5.3.2 1990年代

1980年代には、環境のことはほとんど考えられずに経済活動が進められたため、廃棄物やエネ

ルギー消費が大きく伸びた。石油ショックによる「省エネ意識」も忘れられてしまった。

1990年代は 1970年代と同様、環境問題に対する関心・意識の向上によって対策をせざるをえな

い社会情勢になったこと、さらに 1990年代前半を境にバブル好景気時代から一転して現在まで続

く不況に入ったこと及び産業構造の変化が複合して、廃棄物を減少させる要因になったと考える。

1970年同様法・規制と言った政策の影響が大きいが、その性質は変わっている。1970年代は環

境基準を定めたものが多かったのに対して、1990年代には廃棄物、とりわけリサイクルに関する

法・規制が目立つ。リサイクルは、使い終わった製品をすぐに廃棄物にしてしまうのではなく、再

生可能な部分を取り出して加工して新製品に作り替えることによって、資源の使用量を減らすこ

とを目的としている。リサイクルを行なうことで、資源の有効利用、廃棄物の減少、環境問題へ

の企業と消費者の意識の向上といった効果が期待できる。

経済状況の変化については、全国的には廃棄物減少の要因と言えるのかもしれない。しかし、石

川県に関しては 1990年代に入っても生産額が伸び続けているにも関わらず廃棄物は減少している

ので、これは要因としてあまり当てはまらないと考える。経済要因以上に対策、自主的取り組み

が効果を表しているのではないかということは、既に 5.2.1で述べた通りである。

この他、廃棄物、すなわち製品の材質が変わってきたことも廃棄物減少の要因になったと考え

る。これは、廃棄物の量が重量を計測することで決まることに注目している。例えば、以前は瓶

や缶で売られていた製品が近年はペットボトルで売られている。容量の大きい製品ならばペット

ボトルにすることで重量がかなり小さくなる。このような製品の重量を軽くする要因となる材質

（ペットボトル、プラスチック等）の普及の影響は、決して無視できないものであると推測する。

1970年代には少なかった石川県独自の政策が、1990年代はかなり増えている（表 5.3、表 5.5）。

1990 年代に取られている政策は、全国同様リサイクル関係のものが多い。また、県の担当者も、

県では 1990 年代に廃棄物を減らすためにかなり積極的に対策を講じたと述べている。公開されて

いる修正なしの一般廃棄物排出量データでは一人一日当たりの一般廃棄物排出量が全国で最も多

く、県では危機感があったためである。こうした危機感によって、政策が廃棄物減少に与えた影

響がより大きくなったと考える。1990年代の事例からは、石川県は対策を取れば効果が現れるの

が早い県であると考える。

1990年代には、全国的に企業の自主的取り組みが増えている。2.3.1節で述べた ISO14000シリー

ズや環境報告書等である。しかし、石川県においてこれらの環境マネジメントはまだ普及してい

ない。首都圏から離れていること、県内には中小企業の数が多いこと、県内でまだ環境マネジメ

ントの必要性が企業に浸透していないことが理由であると推測する。

一般廃棄物排出量の減少は事業系廃棄物排出量の減少によるものである。事業系廃棄物減少の

理由は、上述した産業廃棄物減少の理由と同じであると考える。生活系廃棄物は微増を続けてい
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るが、将来は減少することを予想している。住民が環境問題、廃棄物問題への関心や意識を今以

上に持つこと、不必要な製品の購入を控えること、使えるものをすぐにゴミにせずに長く使うこ

と、企業がよりリサイクル製品（詰め替え用製品、包装をコンパクトにした製品）を多く作るこ

とで住民も購入する量が増えることが廃棄物減少に結び付くと考えるからである。

5.4 有効な政策

ここまでで述べた内容から廃棄物減少に有効な政策を検証することで、5章のまとめとする。

まず、大まかな目標を述べたものよりは、数値基準や罰則を設けた対策、規制に近い政策の方

がより効果がある。この種の政策は主として企業向けが多く、企業が環境問題への対策を行なわ

ざるをえない方向に持っていくことが重要で、そのためには決められたことを守らなければペナ

ルティを与えることが必要である。但し、環境問題対策は、政策を策定してそれを実行させるだけ

では効果がない。社会全体が持続的に環境問題に対して高い関心・意識を持たなければならない。

近年、企業においては環境問題対策が一種の流行のようになっている側面がある。他の企業が

対策を行なっているので、自社も対策を行なわなければ企業イメージが損なわれるという考え方

から来ていると考える。これをうまく利用すれば相乗効果が上がることが予想できる。現在石川

県においては、まだ環境問題に積極的に取り組んでいる企業が少ないので効果はあまり期待でき

ない。しかし、今後環境問題に取り組む企業を増やすことができれば、県内全体で企業の環境対

策は加速されると考える。そのためにはまず、2.3.2で例を挙げた県が行なっている企業向けの対

策を現在と同じ程度、あるいはそれ以上にアピールする必要がある。

住民に対しても企業同様具体的な基準や規定、ペナルティの与えられる政策を打ち出す必要が

あると考える。ゴミ回収の有料化、分別化はその例である。ただ、基準を設けても他に逃げ道が

ある場合には効果が上がるとは限らない。例えばある町でゴミ回収の有料化を行なっても隣町が

無料のままであれば隣町にゴミを捨てにいったり、野山に不法投棄を行なう住民が出る可能性が

ある。できるだけ市町村毎に対策の差が少ないことが重要である。

また、企業同様、住民の環境意識や取り組みへの自主性も高めなければならない。例えば、環境

問題に取り組まないことは恥ずかしいことである、とかまず身近なことからと言った意識を持た

せることである。このような意識変容に対する有効な手段は無く、個人の良心に訴えるしかないの

が現状であり、今後もこれが大きく変わることはないであろう。住民の中には、NPOや NGO1と

言った組織に参加して環境問題に積極的に取り組む者もいる。このように、環境問題に積極的な

住民が一般の住民に影響を与える場・システムが現在石川県には欠落している。県が今後設立予

定の県民エコステーションでこれを行なうことができれば、住民レベルでの環境問題対策がより
1NPO=Non-Pro�t Organization（非営利組織）、NGO=Non-Governmental Organization（非政府組織）のこと。

NPOは営利を目的とせず社会問題に取り組む、国内的な概念の組織。NGOは非政府かつ非営利の立場で社会問題の
解決に取り組む、国際的な概念の組織。活動内容はどちらもほぼ同じで、出自が違う。
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進むことが期待できる。

環境問題対策を積極的に行ないつつ経済も成長させる「持続可能な開発」が、今後ますます必

要である。また、環境問題対策に投資することが工業生産を大きくするという試算もある [22]。環

境対策を行なうことは企業にとって利益にならないという考え方が以前は一般的であったが、近

年はその考え方が変わってきている。本章でも経済活動が活発になれば廃棄物が増加して対策が

取られるという考えで論じてきたが、今後は経済が活発になれば廃棄物が減少するという社会に

変わる可能性が大きい。シミュレーションで条件として政策と経済の関係を入力する際に、この

点を考慮に入れて条件を設定する必要がある。

51



事業者、国及び地方公共団体の公害の防止に関する責務と、
1967年 公害対策基本法

公害の防止に関する施策の基本となる事項を定めている

事業活動に伴って発生する煤煙の排出等の規制や自動車排
1968年 大気汚染防止法

出ガスの許容限度を定めている

工場等での事業活動や建設工事に伴って発生する騒音の規制
1968年 騒音規制法

を行ない、自動車騒音の許容限度を定める

廃棄物の定義をし、処理における事業者の責務と廃棄物の
1970年 廃棄物処理法

処理について定めている

工場等から排出される水の排出の基準と地下への浸透を規制
1970年 水質汚濁防止法

し、施設の届け出や排水測定義務を課している

公害処理機構を定め、斡旋、調停などの処理制度を設け、そ
1970年 公害紛争処理法

れらについて申請方法などを定めている

公害防止事業費 公害防止事業についてと、それに要する費用を負担させる
1970年

事業者負担法 事業者の範囲と額等について定義している

化学物質の審査及び 化学物質の審査制度を設け、指定化学物質の製造等の規制に
1970年

関する法律 製造、使用等に届け出等の義務づけを定めている

1973年 公害健康被害補償法 公害の被害者への補償等について定めている

表 5.2: 1970年代の主な政策（全国）

法律以外に県独自で大気汚染、騒音、水質汚染等について
1970年 石川県公害防止条例

の規制を行なえる

公害防止施設整備 中小企業者に対して、公害防止施設等の整備を行なう場合
1970年

資金融資制度 融資を行なう

後に石川県環境白書に名称変更。石川県の環境問題につい
1971年 石川県公害白書発行

て、毎年現状と対策等をまとめている

石川県産業廃棄物 5年毎に策定し、廃棄物の発生量等の努力目標値設定や事
1974年

処理計画 業者の役割を定める

表 5.3: 1970年代の主な政策（石川県）
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再生資源の利用促進についての基本方針と関係者の責務
1991年 リサイクル法

を定めている

廃棄物の減量化・再生の推進を明記、市町村に対する

製造販売事業者等の協力、特別管理廃棄物の規制強化1991年 廃棄物処理法改正

を定めている

特定有害廃棄物 特定有害廃棄物等の輸出入、運搬、処分の規制を定め
1993年

輸出入規制法 ている

1967年の公害対策基本法に変わって施行された

環境保全の関する基本理念、事業者、国及び地方公共1994年 環境基本法

団体、国民の責務、政策策定者の基本施策を定めている

特別管理廃棄物 産業廃棄物の排出事業者が、マニフェスト（管理票）で
1995年

マニフェスト義務化 廃棄物の処理経過を把握して責任を持つことを定める

容器包装 容器包装廃棄物について、消費者と自治体は分別排出・
1996年

リサイクル法 収集を行ない、事業者はそれらを再商品化するよう定める

開発行為や事業の実施が環境に与える影響を、事業者が

事前に調査、予測、評価を行なう環境影響評価（環境ア1997年 環境影響評価法

セスメント）について、必要な手続き等を定めている

事業者に指定した対象機器の回収及びリサイクル等を義
1998年 家電リサイクル法

務づけ、費用は消費者が負担すると定めている

事業者が対象有害化学物質毎に工場・事業所から環境中へ

の排出量や廃棄物としての移動量を行政に報告、行政が2002年 PRTR法

公表する制度

表 5.4: 1990年代の主な政策（全国）
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合併処理浄化槽設置 し尿処理のための合併処理浄化槽の設置に対して
1991年

補助制度 補助を行ない、整備を促進する

リサイクルマークの店 リサイクル・簡易化包装推進活動を行なう小売店
1992年

登録制度 を対象にした登録制度で、店にステッカー表示をする

産業廃棄物収集車両 産業廃棄物収集運搬許可車両に貼付するステッ
1993年

ステッカー カーを配布する

環境基本法を受けて、環境保全についての基本

理念を定め、県、市町村、事業者、県民の責務と1994年 石川県環境基本条例

県の基本施策を定めている

1996年 市町村分別収集促進計画 県内全市町村でゴミの分別収集が始まる

石川県環境基本条例に基づき、環境保全に関する
1997年 石川県環境基本計画

施策を推進するための基本計画を策定している

石川県内で発生する再生資源を利用し、県内で製
石川県リサイクル

造加工され、販売されているリサイクル製品を認1998年
製品認定制度

定することで、リサイクル産業の育成を狙う

環境にやさしい企業活動 企業が行った方がいい環境マネジメントシステム
1999年

のためのハンドブック発行 や環境法令について紹介している冊子

県民エコステーション 環境保全に取り組むＮＰＯや事業所の連携強化、
2001年

設立（予定） 情報交流等を行なえる場を設置する

表 5.5: 1990年代の主な政策（石川県）
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第 6章

環境知識マネジメント

4、5章では環境フレームワークモデルにデータを当てはめて現状分析を行なっている。しかし、

データが無いプロセスや関係が複雑すぎてわからないプロセスには、人や組織や社会が持つ知識

をモデルに取り入れて分析に用いる必要がある。

そこで本章では、環境問題に関するデータ・情報から知識を創造したり、得られた知識や既存

の知識を統合化するシステム＝環境知識マネジメントシステムについて考察し、提唱する。

6.1 知識とは

本節では、環境問題に限らず一般的な意味での知識について定義し、既存の知識創造プロセス

理論を紹介する。

6.1.1 データ・情報・知識

データ

観測・シミュレーション結果や経験・体験結果の事実や認識そのもの。測定結果そのままの数

値データやテキストデータがこれに当たる。

情報

データを視覚化等によって客観的にわかりやすい形で表現したもの。データと情報は同じ場合

も違う場合もある。数値データをグラフや表にして広く提供したとすると、数値データは情報に

なったと言える。
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知識

1.1.2節で既に定義している通り、データや情報が体系化され、根拠があって受け入れられるも

の。データと情報、場合によっては既存の知識から無理なく推測または結論付けられる判断体系

や方法論。

6.1.2 知識創造プロセス理論

上述のように、知識とはそれ自身が最初から存在しているのではなく、データや情報、既存の

知識から産み出されるものである。これを行なうためには、知識を何から、どういう方法・過程

で創造するのかを検討する必要がある。但し、知識の中には元になるデータや情報が存在しない

場合もある。環境問題において、環境問題間の関係を考える場合がそうである。

ここでは、組織を対象とした知識創造プロセス理論を紹介する。これらの理論を参照に、環境

問題における知識創造プロセスについて考察する。

知識創造スパイラル/SECIモデル

\The Knowledge Creating Company"[23]で提唱された知識創造モデルである。

知識とは正当化された信念である。暗黙知と形式知があり、暗黙知は経験的で言葉では表現で

きない信念や想い、形式知は客観的で理論的に言葉で表現できる概念や論理を指す。

知識創造とは個人の暗黙知を組織における形式知にすることで、共同化→表出化→連結化→内

面化の 4つのプロセス（知識創造スパイラル/SECIモデル）を経て行なわれる。個人の暗黙知を

組織内において暗黙知から形式知にし、その形式知が再び個人の暗黙知となって次の知識創造の

糧になる。知識創造が行なわれる空間を場と呼ぶ。これは物理的な空間や場所の他、その場の雰

囲気も含んでいる。知識創造活動から産み出されるものを知識資産とする。

組織内における知識創造では、ミドルマネージャーがトップと第一線を巻き込むミドルアップ

ダウンがトップダウン、ボトムアップのアプローチ以上に重要であるとしている。

複雑適応系リーダーシップ論

「複雑適応系リーダーシップ」[24]で提唱された知識創造モデルである。

企業を複雑適応系であるとみなす。すなわち、組織の構成員間の相互作用のみで組織は自律的

に秩序のある状態を示し（＝自己組織化）、全体としては要素レベルで還元できないグローバルな

性質を持つ（＝創発）。組織は環境と相互作用の関係にあり、環境に適応すると共に環境を変えて

いく。

組織においてトップとミドルのリーダーシップが linkageすることが重要で、共に組織の構成主

体として自律的に行動し創発を起こす複雑適応系リーダーシップが求められる。
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知識創造は、包括的プロセスと創発的プロセスが組み合わされてできるスパイラル・モデルに

よって行なわれる。前者はトップが基本戦略を形成しミドルが具体的戦略を形成・実行し、後者

は下位組織から産み出された戦略をトップが組織全体として実行するというものである。

環境問題におけるミドルの役割

どちらの理論もミドルの重要性に触れているので、ここで環境問題におけるミドルの役割につ

いて述べる。

環境問題においてミドルとは自治体、企業、そして環境問題に取り組む NGO・NPOであると

考える。企業とNGO・NPOの重要性はそれぞれ 5.2.2節、5.4節で既に述べている。自治体につい

ては、トップ（政府）とボトム（住民）を介するだけではなく、自治体からも積極的に独自の施策

を考案し、それにトップを巻き込んでボトムに影響を与えるミドルアップダウンとともに、ボト

ムの意思を取り込んだ施策をトップに提唱するミドルボトムアップのアプローチも行なうことが

欠かせない役割であると考える。

6.2 環境問題における知識創造

6.2.1 知識の統合化

本研究において、環境問題における知識の統合化には、以下の二つの意味を持たせている。こ

れらは後で述べる知識創造の中で最も重要な作業である。

(1)データ・情報など、数が多く整理されていないものをわかりやすい形にまとめて知識にする

(2)個人や組織の知識を、組織体や社会等の大きな集まりでの知識にする。あるいは、個々の分

野の知識をまとめて他の複数の分野にまたがって言える知識とする

環境問題においてどのような知識が必要であるのかを、知識の統合化が求められる状況ととも

に考察する。

1. 一つの問題について知識を統合する

例えば、ある川が汚いことについてＸ氏は「魚が捕れなくなったので川が汚くなった」、Ｙ

氏は「水の濁りがひどくなったので川が汚くなった」、専門家は「水中の BOD濃度が Zの

値を示しているので川が汚くなった」と言ったとする。この時各個人はそれぞれ川について

の知識を持っているが、主観的な異なる表現で述べているために、同じ意味のこと（川の汚

れ具合い）を言っているということが伝わりにくい。

BOD濃度が Zの値であるということは魚の数はW、種類は Aになり、水の濁りは Bm

先までしか見えない状態でこの時川は汚いと言える、という風に各自の知識を客観的な表現

で統合化（共通化、統一）することが必要である。
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2. 個々の環境問題の関係を知識として統合する

森林が X本伐採されると地下水は Yだけ減少するなど、複数ある環境問題の各問題につ

いての知識を統合する必要がある。この場合、各問題間で関係性があるかどうかもはっきり

しておらず、何となく関係がありそう、あるいは関係がなさそう、と言ったレベルしかわか

らない。

個々の問題についてのデータ・情報、それらから産み出された個々の問題についての知識

はあるが、それらをどう扱えば複数の問題間で言える知識を産み出せるかが課題である。

3. 環境問題と経済・政策の関係を知識として統合する

経済状況が Xにおいて Yという政策を行なうと環境は Zに変化するなど、環境問題が社

会システムを構成する他の要素（経済、政策、人間行動等）が持つ関係について知識を統合

化する。これらの間に関係性があることはほぼはっきりしているのだが、具体的にどんな関

係があるのかはわかっていない部分が多い。この分野の研究は、地球温暖化による二酸化炭

素排出量の削減のための政策を策定するために少し進んでいるが、まだ研究に多くの余地が

ある。

2の場合に同じく、各問題についてのデータ・情報・知識からどのようにして社会全体の

方向を示す知識を導くかが課題である。

6.2.2 知識創造プロセスの考察

環境問題における知識創造は、以下のステップを経て行なわれると考える。

1. 獲得

新たな知識を創造するためのデータ・情報・既存の知識を集約する。ここで得たものが次

に創造される知識にとってデータ・情報に当たる。

2. 処理

1で獲得したデータ・情報を処理して知識にする、統合化の作業を行なう。統合化には 6.2.1

節で述べた二つの意味があると考える。

3. 提供

統合化によって産み出された知識が個人や組織に提供される。これらがその次の知識創造

においてデータとなる。

前節で指摘したように、環境問題における知識創造の問題点は、多くの統計データが細かく分

野別に取られており、データを視覚化した情報もたくさんあるにも関わらず、個々の分野内にお

ける知識、あるいはそれらが他の分野の知識と組み合わされて産み出される、分野を越えた知識

が不足していることである。6.1.2節の SECIモデルに当てはめて考えると、知識創造の中で連結
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化と内面化、つまり形式知を他の形式知と結び付けて知識体系を作り出すことと、得た知識を個

人に体得することが環境問題においてまだ不足しており、そのため環境問題において知識創造が

うまく行なわれていないと考える。

環境問題においては、必ずしも関わる要素全てについて客観的・科学的性質を持ったデータ・情

報が存在するとは限らない。また、環境問題に対して持っている価値基準は立場によって大きく

違う。そのため 5章で行なったように、主観的性質を持ったもの、人間や組織や社会が持つ知識

をデータ・情報として利用することが、環境問題の知識創造には不可欠である。

6.3 環境知識マネジメントシステム

6.3.1 システムの概要

図 6.1: I-system全体図

本節では、環境知識マネジメントシステム＝ I-systemを提唱する。これは計算機を利用して運

用するシステムで、環境問題に関するデータ・情報から知識を創造したり、得られた知識や既存

の知識を統合化する。このシステムによって、人や社会が持つ知識もデータとして取り入りこん

で、知識創造を行なうことを目指す。全体的なイメージは図 6.1である。

I-systemは、環境問題に関する情報や人の交流を促進させる役割も持つ。但し、I-system構築

は共同プロジェクトであり、この部分の設計と構築はここでは取り扱わない。本研究においては、

環境フレームワークモデルを軸とした知識の統合化を行なう作業の設計を行ない、今後はモデル
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を動かすためのシステムを構築する。

I-systemでは、以下の順序で知識の統合化を含めた知識創造を行なう。

1. 獲得

環境問題に関する知識データベースサーバとメインサーバをつなぎ、データベースのデー

タベースを作成する。知識データベースサーバには、データ（数値、テキスト）、モデル、シ

ミュレーション結果等が蓄積されている。

他のデータベースサーバと繋がっていない場合は、数値データやテキストデータ、モデル、

シミュレーション結果をメインサーバが収集し、データとしてメインサーバ内のデータベー

スに取り込むものとする。

2. 処理

メインサーバにおいて 6.2.1で述べた知識の統合化を行なう。環境フレームワークモデル

を核にして、足りない部分は個別のモデルやエージェント・シミュレーションで補う。

3. 提供

処理された知識をメインサーバからクライアントに発信・提供する。

このシステムのメインである 2の知識統合化では、モデルにデータを当てはめて動かし、得た

結果を知識とする手法を用いる。I-systemにおいては、3章で示している環境フレームワークモ

デルをモデルとして使う。4、5章で示したデータの回帰分析や各種のデータの比較分析は、モデ

ルを動かすための一つの方法である。

図 6.2: I-systemモデル動作イメージ

図 6.2で I-systemによる知識創造の具体例を示す。問題（初期値）を入力すると回答に当たる
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出力（知識）が見つかるまで、環境フレームワークモデルのステップの順に必要なデータを獲得

する。それぞれのプロセス内では、前のステップで得られたデータを 1.1の数式モデル、すなわち

具体的な解を得られるモデルによって解き、出力値を次のステップのデータとする。初期値に対

する最終的な出力値（問題の回答）を得るプロセスは、キーワード等を比較して初期値と最も関

連があるプロセスを検索する。

上で示した例では、各プロセスで数式モデルやそれを解くためのデータが存在しているが、プ

ロセスにデータが存在しない場合も考えに入れなければならない。既存の知識創造プロセス論に

おいては、知識創造において基になるデータや情報があることが前提となっている。全く何もな

いところから知識を産み出すことについては触れられていない。

求めているデータの基になるデータを順に積み上げて、エージェント・シミュレーションを利

用してデータを作る方法を考える。関連する要素を積み上げてデータを求めるためにサブシステ

ムを作り、どのような出力が現れるかを観察する。エージェント・シミュレーションについては

6.4でも述べている。

6.3.2 知識をデータとするために

データとして使用するのは数値、テキストデータである。しかし、これらのデータが不足して

いるプロセスについてはモデルを動かせないことは既に述べているところで、本研究では分析を

行なっていない環境変化、環境相互関連、環境影響、調整の各プロセスである。これらのプロセ

スには、各要素について数値やテキストのデータがあっても、全体が複雑であるためにデータを

単純に組み合わせただけでは分析できない。あるいはこうしたデータが存在しない。

そこで、5章で行なったように人、組織、社会が持つ知識を用いる必要がある。知識は数値や

テキストデータを補足したり、それら以上に複雑な内容を持っており、数値化またはテキスト化、

すなわち形式化してモデルに取り込む。

個人から社会のどのレベルにおいでても形式化されている知識、すなわち 6.1.2でいう形式知は、

数値・テキストデータにすぐに変換して使うことができる。しかし、形式知に対して存在する暗

黙知、すなわち形式化されておらず言語での表現が難しい知識は、同じようにすぐにデータとし

て使えない。

暗黙知には、行動的なものと思考的なものがある。前者は物事を体験や経験することによって

得られる身体的な知で、熟練の技工、技能などのスキルである。後者は想いや知覚など表には出

てこない主観的な知で、思いやイメージ、メンタル・モデルなどである。

これらの暗黙知を形式化する方法としては、観察及び体験、対話がある。行動的暗黙知は、そ

の行動を観察、体験（模倣）することで得られる。思考的暗黙知は、対話や聞き取りを行なって

複数の人と言葉を積み重ねていくことで引き出すことができる。対話や聞き取りを行なう場は物

理的な意味の場所とは限らない。本研究で触れていない I-systemの機能に人や情報の交流がある。
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その機能によって、思考的暗黙知を引き出すための場所をインターネット上に作ることができる。

しかし、暗黙知の全てを形式化することは不可能に近く、仮に 100%形式化ができたとしても、

形式化された通りに行なった動作あるいは思い描いたイメージが元の暗黙知と全く同じであると

は限らない。

結局、暗黙知を完全に形式化することはどのような方法を使っても不可能に近い。暗黙知をで

きるだけ形式化し、それを解釈する際には新たな暗黙知として自分のものにすれば、元の暗黙知

は知識創造においてデータ・情報としての役割を果たしたと考える。

6.4 エージェント・シミュレーション

本研究では、既存のトップダウン的なシステム論アプローチにより問題を捉え、知識の統合化

の方法を提唱している。今後は知識を取り込んでモデルを動かすために、ボトムアップ的な複雑

系解析論のアプローチによるエージェント・シミュレーションを用いることを考えている。二つ

のアプローチを利用することで、一つの手法による環境問題の研究で不足する点を補完すること

を目指す。

6.4.1 エージェント・シミュレーションの概要

複雑系

複雑系の分野は科学における新しい研究手法、物の見方とされている。要素還元論のように物

事を単純に分割して見るのではなく、複雑なままに受け止めるという考え方である。

複雑系とは、その名の通り複雑なシステムのことである。対象は特定の種に限らず、社会、生

物、人間などどんなものでも複雑系と呼べる。複雑とは要素一つ一つを積み上げた結果が全体を

成しているのではない、非線形という意味で使われている。システムを構成している要素が他の

要素と相互作用する結果、全体は個々の要素の振る舞いの総和以上の独自の振る舞いをするシス

テムである [25]。ここで出てきた総和以上の独自の振る舞いとは、6.1.2でも示した創発と呼ばれ

る現象である。

文献によって表現に差異はあるが、開放性、非線形性、自己組織性の三つが一般的に複雑系の

性質とされている [26]。

開放性とは、システムが閉鎖系ではなく外部に影響されることで時間的な変化を行なうことを

示す。非線形性とは上述したように、システムを構成する要素を全て足し合わせても全体にはな

らないことである。自己組織性とは、環境への適応を自律的に制御しながら組織化を行なうこと、

時間的発展による進化を行なうことである。
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エージェント・シミュレーション

複雑系の世界では、システムを構成する要素で自律的な動きをするものをエージェントと呼ぶ。

人工生命の世界でそう呼ばれているところから来ている。例えば、企業をシステムとするならば

人間がエージェントである。

エージェント・シミュレーションは、複雑な問題を抽象化してモデル化し、計算機上にモデル

を作って動かす手法であり、この手法は構成論的手法とも呼ばれる。エージェント・シミュレー

ションによって人工の世界と現実世界とを対比し、客観的な視点で現象を観察する。

複雑系のアプローチでのシミュレーションの手順は、対象の観察→特徴の抽出→構成モデルの

作成→シミュレーション→結果の評価→（必要があればモデルの作成から結果の評価までを繰り

返す）→対象とモデルの評価・検討、が一般的である [27]。これは図 1.1にほぼ対応している。

6.4.2 I-systemにおけるエージェント・シミュレーション

これまで、エージェント・シミュレーションは小規模な問題に対して使われる場合が多かった。

本研究の今後の方向として、既存のデータで分析できなかった部分にエージェント・シミュレー

ションを用いて、大規模問題である環境問題への複雑系的なアプローチの有効性を検証したい。

エージェント・シミュレーションを含めて、環境フレームワークモデルを動かすための I-system

のメイン部分が図 6.3である。環境フレームワークモデルで足りない部分は、図の右側に描かれた

個別の問題についてのモデルが補完する。これらは図 1.1における数式モデルに当たるものである。

まず、環境フレームワークモデルを知識も含めたデータをモデルに当てはめて動かす、マクロ・

シミュレーションを行なう。一通りモデルを動かすことで、モデルの信頼性を検証する。

次に、本研究で得たデータと上述のマクロ・シミュレーションの結果を基に、モデルに入力す

るパラメータの条件であるシナリオを作成する。例えば、2010年までは人口が増加を続けるであ

るとか、経済成長が続くといった内容である。

エージェントは、一般住民エージェント、政策集団エージェント、企業組織エージェント等、立

場毎にグループ化して設計する。それらは、環境フレームワークモデルのステップに従って行動

する。与えた条件ではどのようなシミュレーション結果が出るかを観察し、必要があればモデル

を直して再びシミュレーションを行なう。これを繰り返してモデルと結果を評価する。

なお、環境フレームワークモデルという構造モデルだけでなく、数式モデルにおいてもエージェ

ント・シミュレーションを適用することを試みる。6.3.2でも述べた通りで、現時点ではデータが

ない場合のデータや知識獲得において利用してみる価値のある手法であると考えている。

63



図 6.3: I-systemイメージ図
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第 7章

おわりに

7.1 まとめ

本論文の前半では、石川県の環境問題をシステム論的に分析し、研究対象の問題点を抽出し、対

策・廃棄物・生産の関係を分析できた。後半では環境知識マネジメントシステムについて考察し

た。これらの作業によって、今後のマクロ、エージェント・シミュレーションの準備を行なうこと

ができた。

前半では、文献レビューにより石川県が現在どのような社会状況にあり、どんな環境問題がモデ

ルにデータを当てはめ関係を求めた。数値データを当てはめられなかった環境対策と廃棄物、生産

の関係を求めるに当たってはテキストデータの聞き取り調査の結果を用いて分析を行なった。こ

の作業の中で、廃棄物の移出入、生産要素プロセスの要素として考えている天然資源、液体廃棄

物をモデルに取り込んでパラメータ同定を行なうことが使用できなかった。

現状分析の結果をまとめると以下の通りである。

1. 石川県の環境問題はまだそれほど被害は深刻ではない。しかし、水質汚染は近年特に問題と

されている。

2. 県が現在重要視している問題は廃棄物・リサイクル問題であり、この問題の解決のために早

急に企業、住民ともに有効である政策を立てる必要がある。しかし、意識変容が必要な問題

であるため、上から政策を与えるだけではなく、企業や住民が自らの意思で対策を行なえる

システムづくりがこれから肝心である。

3. 石川県では経済、生産のパラメータは右上がりに増加を続けてきた。固体廃棄物に関しては

1990年代にピークを迎え、その後減少している。廃棄物の減少幅は他県と比較してかなり

大きく、その原因として政策の影響がかなり強い。
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4. 県内における環境問題の取り組みは、政策策定については近年進んでいるものの、企業にお

ける環境マネジメントシステムの普及はまだ発展途上である。

後半では、環境問題において知識とは何であるのか、知識はどのように創造されるのかについ

て述べ、石川県の現状分析結果から必要であると考えた環境知識マネジメントシステムについて

考察し、システムの概要を説明した。

7.2 今後の課題

本研究でできなかったこととシミュレーションを行なうために解決すべき課題を以下に述べる。

まず、石川県におけるエネルギー需給モデルの作成である。本研究において計算した二酸化炭

素排出量、エネルギー消費量をもう少し正確に推計し直し、過去から現在におけるエネルギー需

給の変遷をつかむ必要がある。

次に、家庭あるいは個人をモデルに組み込むことを検討する必要がある。環境フレームワーク

モデルでは産業毎のパラメータ計算を行なっており、家庭からのデータは取り込まれていない。石

川県においては、1世帯当たりの乗用車数が 1.41台で全国平均より多く、家庭用電気使用量も全

国平均の約 1.2 倍で [28]、家庭がエネルギー消費に与える影響が大きい。これをモデルに反映させ

れば、より正確な実態把握とシミュレーションができると推測する。

エージェント・シミュレーションによって、まだ未知の部分が多い環境問題間の関係、及び環

境問題と政策や生産の関係の分析と将来予測を行なえば、県における環境問題、とりわけ県が重

視している廃棄物問題を解決するために必要となる経済状況や政策を出力することが可能である。

また、社会問題における知識創造システムについてより深く考察できれば、知識科学という学問

の確立においても何らかの貢献が図れるであろう。
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